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令和２年度に策定しました災害備蓄計画に基づき、災害
時に使用するダンボールベッド、パーテーション、緊急避
難時用寝具、災害時用ルーム、ジェットヒーターなどの集
中管理を行うための災害備蓄倉庫を建設しましたので、お
知らせします。
なお、今後は、土のうなどもこの倉庫内にて保管し、災
害時における迅速な対応に努めます。
◯建物概要 鉄骨造１９９．６㎡

『自分たちの地域は自分たちで守る』を理念とし、災害が発生した際に、災害の初期段階から防災活
動を行うことにより、減災につなげるための地域の組織です。
地震や洪水などの災害が発生したときには、町、北海道、国などの防災関係機関が総力をあげて防災
活動に取り組みますが、大きな災害になるほど予想外の被害が多数発生し、すべての地域に救助の手が
回らなくなる可能性があります。
災害が発生した場合、「自分の身は自分で守る」こと (自助 )が原則ですが、日頃から一人ひとりが
災害に備える心構えを持ち、行動することが大切です。このような自助努力に加えて、地域住民同士が
助け合う気持ちと行動（共助）も大切になります。
地域住民の自発的な意思に基づき、主に自治会などの単位で設置され、各防災関係機関と相互に連携
することが必要不可欠となります。災害発生時はもちろん、日頃から地域住民同士
が力を合わせて、防災活動に取り組むための組織が「自主防災組織」です。

この度、意見公募（パブリックコメント）を経て、『自主防災組織とは』、『自主
防災組織のつくり方』、『自主防災活動をはじめよう』、『平常時の活動』、『災害時の
活動』、『自主防災組織を設置する例』『資料編』の７項目に分けた自主防災組織の
手引きを策定しました。自主防災組織の手引きは、地域の実情に合わせて、毎年度
見直しを行います。

自治会が地域住民を対象として実施する活動に対し、自治会活動の推進を図ることを目的
として、町では自治会に対して『ふれあい町づくり応援事業補助金』を交付しています。
自治会における自主防災組織の設置および活動を推進するため、令和４年４月１日から『ふ
れあい町づくり応援事業補助金』の見直しを行いますので、概要をお知らせします。

令和３年度においては、令和２年度に引き続き、新型
コロナウイルス感染症拡大対策として、町総合防災訓練
の実施は中止としました。
しかし、コロナ過においても災害が起こり得る場合が
あります。町では、昨年から希望する自治会と連携し、
避難所運営体験を実施しています。
なお、避難所運営体験だけではなく、自主防災組織を
設置するための説明に担当職員が参加することも可能で
すので、これらを希望する自治会は、住民生活課住民活
動係まで連絡をお願いします。

【新規】自主防災推進事業について
◎災害備蓄倉庫を建設

◎自主防災組織の手引きを策定

◎雄武町ふれあい町づくり応援事業補助金交付要綱の見直し

◎避難所運営体験の実施について

わが町の防災についてわが町の防災について
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【拡充】冬期除雪事業について

【拡充】環境整備事業について
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別表１(避難訓練の経費および防災用品購入額の合計に対する限度額)

世帯数区分 24
世帯以下

30千円

25～49
世帯以下

40千円

50～74
世帯以下

50千円

75～99
世帯以下

60千円

100～149
世帯以下

70千円

150
世帯以上

80千円補助金限度額

10月12日に自主防災組織の設置などに関する
説明会を実施

自主防災組織とは

自主防災組織の手引きについて

11月5日は津波防災の日です。雄武町の防災の取り組みについてお知らせします。

・自主防災組織を設置した場合、初年度のみ30,000円を補助
・自主防災組織設置後の避難訓練（1人につき500円）および防災用品
購入経費に対して補助
※補助金限度額は、別表のとおり自治会における世帯数として区分します。

・自治会活動事業として実施した自治会内の花植え作業に要した原材料費に対する補助金
改正前：自治会活動事業として実施した自治会内の花植え活動
改正後：自治会活動事業として実施した自治会内の花植え活動および清掃活動
※清掃活動を実施した場合の１自治会に対する限度額は10,000円となり、環境整備事業
としての１自治会に対する限度額は20,000円になります。

・自力で除排雪が困難な人の除排雪作業を自治会で実施した軒数
に対する補助金
改正前：1日 1軒 800円
改正後：1日 1軒 1,000円
※１自治会に対する限度額30,000円に変更はありません。


